


チャレンジ留学
～HYOGO若者｢海外武者修行｣応援プロジェクト～

様式集（交付申請）

様式第１号（第３条関係）
補 助 金 交 付 申 請 書

                                                                    
                                                                    　　　令和８年５月28日

  兵庫県知事  様

                                　　　　　　　　　  住　　所　
                              　　　　　　　　　    申請者名　
                                                    留学者名　
                                                    電　　話　（　　　）　　　　－　　　　番
                                                    電子メール　
                             　　
[bookmark: _Hlk84321177]令和８年度において、チャレンジ留学～HYOGO若者｢海外武者修行｣応援プロジェクト～事業を下記のとおり実施したいので、補助金                    円を交付願いたく補助金交付要綱第３条の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。

記

１　事業の内容及び経費区分（別記）※収支予算書を省略する場合は、カッコ内には代替する書類の
名称を記載する。
２　事業の着工予定年月日        　令和　８年　５月２８日
    事業の完了予定年月日        　令和　８年　　月　　日
３　添付書類
・様式第１号の２　誓約書
・別紙１　事業実施計画書
・経費見積書
・事業内容のパワーポイント



別  記
                            収  支  予  算  書
１　収入の部

	
	 科        目
	 予    算    額
	 摘            要
	

	
	県補助金
	  　　     円
	
	

	
	自己資金
	　　　　  円
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 計
	  円
	
	




２　支出の部

	
	 科        目
	 予    算    額
	 摘            要
	

	
	参加費
	         円
	

	

	
	 計
	  円
	
	



  （注）  収支の計は、それぞれ一致する。












様式第１号の２（第３条関係）
誓　約　書

補助金交付申請にあたり、下記のとおり誓約します。
なお、誓約事項に関し、県が行う一切の措置に異議なく同意します。

記

（国及び地方公共団体を除く交付申請者を対象とする誓約事項）
１　暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団排除に協力することについて
(1) 条例第２条第１号に規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員に該当しないこと。
(2) 暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に掲げる者に該当しないこと。
(3) 間接補助事業を行う場合にあっては、上記(1)又は(2)に該当する者に対して間接補助金を交付しないこと。また、業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、上記(1)又は(2)に該当する者をその受託者としないこと。
(4) 知事が、上記(1)又は(2)を確認するため、必要な事項を兵庫県警察本部長に照会すること、及び当該照会に係る回答の内容を他の補助事業における暴力団等を排除するための措置を講ずるために利用し、又は兵庫県公営企業管理者及び兵庫県病院事業管理者に提供することについて、異議を述べないこと。

（すべての交付申請者を対象とする誓約事項）
２　補助金申請時の留意事項について
(1) 兵庫県　　　　　部補助金交付要綱第15条に基づき県が行う一切の措置について、異議を述べないこと。


第15条  知事は、補助事業者又は間接補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1)　法令並びにこの要綱及び当該補助事業に係る要綱、要領その他の規程の規定に違反したとき。
(2)　補助金又は間接補助金を補助事業又は間接補助事業以外の用途に使用したとき。
(3)　交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。
(4)　偽りその他不正な手段により補助金又は間接補助金の交付を受けたとき。
(5)　暴力団等であるとき。
２  知事は、前項の取消しを決定した場合には、その旨を補助金交付決定取消通知書（様式第11号）により当該補助事業者に通知するものとする。
３  知事は、第１項の取消しを決定した場合には、その旨及びその取消事由、その取消しに係る補助事業者又は間接補助事業者の名称その他知事が必要と認める事項を公表することができる。
４　前項の規定による公表は、その取消事由が悪質かつ重大である場合その他の知事が必要と認める場合に行うものとする。

(2) 地方自治法第221条第２項に基づき県が行う一切の措置について、異議を述べないこと。


第221条 2  普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、工事の請負契約者、物品の納入者、補助金、交付金、貸付金等の交付若しくは貸付けを受けた者（補助金、交付金、貸付金等の終局の受領者を含む。）又は調査、試験、研究等の委託を受けた者に対して、その状況を調査し、又は報告を徴することができる。

令和８年　５月28日

　　　兵　庫　県　知　事　　
齋　藤　元　彦　　様　
                                　　　　      住    所　
                              　　　　　      申請者名　
                                              留学者名　
                                              電　　話　（　　　）　　　　－　　　　　　　
                                              電子メール　

この登録書は、兵庫県の機関の１箇所に提出してください。

債　権　者　登　録　書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正日：令和３年１月１日
	□　新規
□　変更
	※１　変更の場合は該当箇所にチェックをしてください。
□　住所の変更　　□　氏名・法人名の変更　　□　電話番号（代表）の変更　　
□　振込先の変更　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※２　変更の場合でも、変更しない項目も含めて以降の欄は全て記載してください。

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
住所（所在地）
	

	
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
屋号・氏名又は法人名
	

	
	

	郵 便 番 号
	　－　
	電 話 番 号（代表）
	　－　　　　－　　　　

	経理担当者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先電話番号：　　　　－　　　　－　　　　　）　

	記入者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先電話番号：　　　　－　　　　－　　　　　）
（電子メール：　　　　　　  　　　　　　　　　　）

	支 払 方 法
[該当を○で囲む]
	２ 口座振替払(口座振込)　・　３ 隔地払(送金通知書)　・　４ 隔地払(振替払出証書)

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
金 融 機 関 名
（払渡店）
	
	支払方法が「２又は３」の場合記入
[注意事項５]

	
	       　　　　　　　         銀行　　　　　　　　　　　　　支店
（金庫）
	

	預 金 種 別
[該当を○で囲む]
	１ 普通・総合　　 ２ 当座　　 ４ 貯蓄　 　９ その他（　　　）
	支払方法が「２」の
場合記入

	金融機関・支店番号
	　　・　　　　
	口 座 番 号
	
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
口 座 名 義 人
	
	

	
	
	

	公共工事等の前金払を受ける場合は下記に専用口座を記入

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
別口普通預金口座
	
	前払金専用口座登録時の注意（兵庫県機関向け）･･･債権者コードの末尾（11桁目）に「A（大文字、半角）」、（複数口座があるときはB,C～とする）。氏名（漢字）の前に「（前金）」を入力

	
	                       　銀行　　　　　　　　　　　支店
（金庫）
	

	金融機関・支店番号
	・
	口 座 番 号
	（普通）
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
口 座 名 義 人
	
	

	
	
	

	上記のとおり兵庫県財務会計システムに登録してください。

　　令和８年　５月28日

兵庫県あて
住　所（所在地）　
氏名又は法人名等　
代表者の職氏名
[bookmark: _Hlk59177212]※１　登録する債権者の本人確認書類の写しを添付してください。詳細は下記注意事項６を参照。
※２　本人確認書類の写しとは、概ね以下のとおりです（いずれか一つ）。
【登録者が法人等の場合】・登記事項証明書　・印鑑登録証明書　等
【登録者が個人の場合】・マイナンバーカード　・運転免許証　・パスポート　・各種公的書類　等





（注意事項）
１　この債権者登録書に記入された情報は、兵庫県財務会計システムに登録して利用されます。皆様に、より迅速かつ正確に支払が行えるよう、県（各部局、かい）に対する債権者（予定者）として必要事項をあらかじめ登録していただくものです。
２　登録は、御本人から抹消の申出がある場合のほか、利用実態が４年間ない場合には、年度末に自動的に削除されます。
３　原則的に電話番号（代表）が債権者コードとして登録されますので、県に見積書、請求書等を提出される場合は、電話番号（代表）を記入していただくようお願いします。
４　登録内容に変更が生じた場合は、必ず変更の登録書を提出してください。ただし、法人の代表者名のみが変更になった場合は提出不要です。また、経理担当者又は記入者の氏名又は連絡先のみが変更になった場合も、提出不要です。
金融機関の合併、支店の統廃合等により、口座に関して変更が生じたときも、口座振替(振込)不能となりますので注意してください。
５　支払方法が「３ 隔地払（送金通知書）」の場合は、三井住友銀行の全国の本支店、但馬銀行の県内本支店又はみなと銀行の県内本支店において受取（払渡）となりますので、金融機関名として、うちいずれか１行を記入（支店名は不要）してください。
６　この債権者登録書の提出とともに、登録する債権者の本人確認書類の写しを添付してください。本人確認書類の写しとは、概ね以下のとおりです（いずれか一つ）。
　【登録者が法人等の場合】・登記事項証明書　・印鑑登録証明書　等
　【登録者が個人の場合】・マイナンバーカード　・運転免許証　・パスポート　等の公的書類（住所、氏名、生年月日の記載があるもの）
本人確認書類の写しを添付しない場合は、「代表者の職氏名」の後ろに押印してください。法人等を債権者登録する場合は代表者印を、個人を債権者登録する場合は個人印を押印してください。なお、その印鑑は、金融機関届出印である必要はありません。
[bookmark: _Hlk158644821]（別紙１）
事業実施計画書

申請者氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
電話番号：　　　　　　　　　　
留学者氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　　　　　　　　　　
１　留学者等概要
	[bookmark: _Hlk231305637]該当する対象：いずれかを〇で囲んでください　　　　・高校生等　　　　・大学１年生等

	留学者

	氏名（フリガナ）：　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　）

	郵便番号：
	〒　　　　―
	

	自宅住所：

	電話番号：
	Ｅメール：

	[bookmark: _Hlk231305735]生年月日：　平成　　年　　　月　　　日

	[bookmark: _Hlk231305756]生計維持者　※高校生、大学生ともに記載してください。

	氏名（フリガナ）：
　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　）
	続柄：

	自宅住所：

	氏名（フリガナ）：
　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　）
	続柄：

	自宅住所：

	緊急連絡先　※高校生の場合は、補助金申請者となる保護者について記載してください。

	氏名（フリガナ）：
　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　）　　　　
	続柄：

	電話番号：

	Ｅメール：


· [bookmark: _Hlk231305981]緊急連絡先は、昼間に連絡可能な番号及びアドレスを記載してください。高校生の場合は、必ず補助金申請者となる保護者の番号及びアドレスを記載してください。

[bookmark: _Hlk231306015]２　在籍校等概要
	学校種別
	いずれかを○で囲んでください
・国立　　　　　　・公立　　　　　　・私立　　　　　　・その他

	在籍校名
	


	学年
（※高校生のみ記載）
	令和８年度に在籍する学年
・第１学年　　・第２学年　　・第３学年

	高等学校等卒業日
（※大学生のみ記載）
	令和　　年　　月　　日
	大学等入学日
（※大学生のみ記載）
	令和　　年　　月　　日





３　留学先概要

[bookmark: _Hlk231306045]＜留学先＞
	留学先地域
	いずれかに〇してください。
・アジア　　・大洋州　　・欧州　　・北米　　・南米　　・アフリカ

	国・地域
	国名：　　　　　　　　　　地域名：


※複数ある場合は、表を追加してください。

　＜留学先での現地受入機関等＞
	受入機関名：

	所　在　地：

	担当者氏名：

	電話番号：
	Ｅメール：


※複数ある場合は、表を追加してください。

＜日本国内の事業者・団体等＞
	受入機関名：

	所　在　地：

	担当者氏名：

	電話番号：
	Ｅメール：


※複数ある場合は、表を追加してください。

４　補助対象事業の概要
　※下記（１）～（３）の内容については、選考時のパワーポイントの提出で代替可能です。
　　選考時から内容に変更がある場合は、変更箇所がわかるように記載してください。

（１）留学先での活動内容（〇欄に記載してください。複数選択可）
	〇欄
	
	留学内容

	
	１
	スポーツ

	
	２
	芸術

	
	３
	社会貢献

	
	４
	地域産業

	
	５
	ビジネス

	
※その他については（　）内に具体的に記載してください。

	６
	その他（　　　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　　　　　）


※その他については（　）内に具体的に記載してください。

（２）事業計画の概要を記載してください。
	活動事業名
	

	事業計画の概要
（１００字程度）
	








（３）事業の具体的な内容を記載してください。
	[bookmark: _Hlk231306257]その１：日程
自宅出発から帰宅するまでの留学における日程を記載してください。
（枠が足りない場合は追加して、出来るだけ詳しい日程を記載してください。）

	令和　　年　月　　日～　月　　日（全　　日間）
	日付
	内容
	宿泊地

	
	自宅→
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→自宅
	




	その２：具体的な活動内容
受入先機関先で取り組む具体的な活動内容を記載してください。

	【記載上の留意点】

※自身の興味・関心についての現状分析を行い、活動に関する課題を踏まえて留学先で
実施する取組みについて、具体的に記載してください。








	その３：将来への夢、想い
今回の留学を、将来のキャリアにどう活かしていきたいか、記載してください。

	




	その４：アンバサダーとしての取り組み
　事前体験したひょうごフィールドパビリオンをはじめとするひょうごの魅力について、留学先でどのように発信しようと考えているか、また帰国後に留学経験等をどのように発信しようと考えているか記載してください。

	





（４）経費明細表　※補助対象経費の額を証明する書類（見積書等）を添付してください。
	見積書№
	補助対象経費となる見積金額
	経費の内訳

	
	日本円での支払額
	現地通貨での支払額
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	①
	
	②
	
	

	現地通貨レート③※
	円換算（②×③）
	

	＝　　　　　　　円
	④
	
	

	（1） 合計（ ① ＋ ④ ）
	

	


	（2） [bookmark: _Hlk82535973]補助金交付申請額

(1)の補助対象経費の合計
から該当する補助金額に
チェックを入れてください
	補助対象経費の合計額
	補助金額
	チェック

	（3） 
	５０万円以上 ～　
	50万円
	□

	（4） 
	０  円     ～　５０万円未満
	所要経費相当
	□

	上記経費明細表に記載のない経費については補助対象にならないとともに、（２）補助金交付申請額が補助金額の上限となることを確認しました。
	· 必須



対象経費：往復航空券（ただし、エコノミークラス１往復分に限る）、留学計画の実施に必要な経費・施設（現地語学学校の授業料・学費等を含む）、宿泊費(ホームステイの場合ホストファミリーに支払う費用)、海外旅行傷害保険　　等
  　　　　※旅券・査証取得手続諸費用、予防接種費、自宅から国際空港までの国内交通運賃（１往復分）、受入国の国際空港から派遣先までの国内交通運賃（１往復分）、空港税、燃油サーチャージ及び出国手続諸費用等も対象となります。記載する場合は、項目の行を追加してください。

※　現地通貨レートの計算方法については「申請にかかる注意事項」をご確認ください。
[bookmark: _Hlk83829196]※　補助金は、実績に応じて後払いとして支払われます。
　なお、補助の対象となった場合、海外往復航空券費用（１往復分）のみ、概算額を前払の予定です。

交付申請時の事業実施計画書及び経費明細表等に記載の補助対象経費より実績の補助対象経費が減額となった場合、補助金額が減額となる場合があります。














５　振込先口座
	金融機関名
	

	支店名
	

	金融機関コード
	
	支店コード
	

	口座番号
※該当する口座
種別に○
	普通・総合　　当座　　No.

	フリガナ
	

	口座名義
	


· [bookmark: _Hlk231306910]補助金申請者（高校生等の場合は保護者。大学１年生等の場合は大学生本人）の口座を記載してください。
また、別途案内する「債権者登録」が必要となります。


６　添付書類
　　　以下の添付書類が全てそろっているか、ご確認ください。

1 補助対象経費にかかる見積書の写しと「経費明細表」
内容、金額、見積日が確認できるもの（内容が確認できないものは補助対象外となります）
添付する見積書が複数枚ある場合、金額の大きなものから添付していただき、補助対象経費
見積りの合計が申請する補助金額以上となるようにしてください。
　　　　見積書の宛名は補助金申請者または留学者である必要があります。


2 補助金振込先口座の通帳の表紙と見開きのページの写し
口座名義人、金融機関名、支店名、口座番号が確認できるもの
[bookmark: _Hlk231306942]
添付書類台紙（本人確認書類）

書類紛失防止の為、Ａ４より小さい添付書類はこちらの台紙に貼ってご提出ください。
※ご提出前に添付書類に不足がないか必ずご確認ください
※必要な場合、適宜コピーしてご利用ください。


申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１　申請者の本人確認書類の写し（住所、氏名、生年月日が分かるもの）
枠内に貼り付けてください。



申請者本人のマイナンバーカード（表面のみ・個人番号不要）、運転免許証、パスポート（住所欄も含む）等の写しで、申請日時点で有効期限内のものを、いずれか一つ提出してください。
住所、氏名、生年月日が分かるものを添付してください。
· マイナンバーカードを提出される場合、表面のみ、個人番号は不要です。個人番号は印刷時に隠す等個人情報保護の観点から、記載のある書類を提出しないでください。）



















添付書類台紙（通帳等）

書類紛失防止の為、Ａ４より小さい添付書類はこちらの台紙に貼ってご提出ください。
※ご提出前に添付書類に不足がないか必ずご確認ください
※必要な場合、適宜コピーしてご利用ください。


申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　通帳の写し
枠内に貼り付けてください。

[bookmark: _Hlk82446457]　　　　通帳おもて面　　　　　　　　　　　　　　　通帳を開いた１，２ページ面


⊕









口座番号連絡書・キャッシュカード写し等（デジタル通帳の場合）
（画面コピー等で可）













· 必ず、口座名義人（フルネーム）、金融機関名、支店名、口座番号の４点がわかることを確認してください。







普通預金
　○○○ ○○○　様
店番号 - 口座番号　012-9876543
　　　　　　△△△銀行
　　　　　　　□□支店
普通預金の・・・

―――――――――――
―――――――――――


店番号　口座番号
012　9876543　○○○ ○○○　様

△△△銀行





	Comment by 濵田　優子: 電子手帳 画面コピー はここにおいて明確な内容を表すには不適切と判断し、「デジタル通帳の場合」として、上記同様に添付書類の具体的名称を記載しています。。







○○○ ○○○　様
お取引店
店番号　012　支店名　□□
口座番号　9876543


△△△銀行

添付書類台紙（その他）

書類紛失防止の為、Ａ４より小さい添付書類はこちらの台紙に貼ってご提出ください。
※ご提出前に添付書類に不足がないか必ずご確認ください
※必要な場合、適宜コピーしてご利用ください。


申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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